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国家公務員  5 人 国税専門官 3人

都道府県職員 14人 陸上自衛隊 1人

市町村職員 25人 都道府県警察 2人

広域水道企業団 1人 国立大学法人職員 3人

12｜

卒業生の活躍風景
深い専門性と幅広い知識を学べました !
　私は在学中に公認会計士試験に合格し，卒業後は KPMG のメンバーファームであるあずさ
監査法人に就職，KPMG FAS に転籍後は M&A 関連業務に従事しています。
　経済学部では会計・財務を専門的に学んだ一方，マーケティングや組織論などの知識も得る
ことができました。クライアントと対等に会話するためには専門知識だけでなく幅広いビジネ
ス知識も求められるため，経済学部で学んだことが非常に役立っています。
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　経済学部には公務員を目指す学生も多くいます。公共のために働きたい
と思う人にはやりがいのある仕事です。公務員試験に合格するためには，
計画的な試験勉強が必要です。必ずしも簡単ではありません。そのような
中，経済学部からは，多くの学生が合格しています。

昼間コース 夜間主コース 合計
製造業・建設業 20 2 22
運輸・通信・電気他 18 0 18
卸売・小売業 11 9 20
金融・保険業 53 5 58
サービス業（医療・教育・不動産ほか） 20 6 26
公務員 45 5 50
その他 36 4 40
進学（大学院ほか） 5 1 6
卒業者数 208 32 240

■2015年3月卒業生の公務員試験合格の実績

（判明分）

■2015年3月卒業生の就職状況

就職先の例　経済学部卒業生は地元と都市圏のどちらに
も，様々な業種の企業に就職しています。中
でも多いのは，経済・経営学の知識が役に立
つ金融や公務員です。会計の知識を生かした
就職もできます。
　学生は幅広い選択肢の中から，自分にあっ
た進路選択が可能です。また，学生に対する
企業の評価が高いため，就職状況には，景気
に左右されないという特徴があります。

教育の基本的目標を，学生の立場に立って，大学を卒業する時の学生像として表した「学位授与」の方針です。岡山大学ディプロマポリシーを受けて，以下のとおり経済学部ディプロ
マポリシーを設けています。

人間性を育む幅広い教養〔教養１〕
人間と社会，自然と生命の諸問題に積極的・意欲的に関わっていくことのできる，豊かな知性と共感力ならびに高い倫理観を身につけている。

専門性を支える深い教養〔教養２〕
経済や経営に関する専門性を活かす上で不可欠な，人間や社会の在り方に対する関心と理想を持ち, 論理的な思考と大局的な判断ができる深い教養を身につけている。

経済・経営に関する専門的な分析力と応用力〔専門性〕
経済・経営に関する専門的な知識，分析力・問題解決力を体系的かつ多面的に修得している。

情報を収集し効果的に活用できる能力〔情報力〕
必要とされる情報を自ら収集・分析し, その成果を効果的かつ適切に活用, 発信するための能力を身につけている。

時代と社会をリードする行動力〔行動力〕
グローバル化と共生の時代にふさわしい国際感覚と言語・コミュニケーション能力を身につけ, 地域・国際社会, 組織, その他さまざまな人間関係の中で積極的に働きかけることができる。

自己実現に向けて専門的知識を生かし目標を追求する力〔自己実現力〕
卒業後も主体的・持続的に自己を向上させることに意義を見出し，学ぶ姿勢を保ち，自立した個人として自らが掲げた目標に向けて歩んでいくことができる。

進路状況

金融業・保険業
中国銀行
トマト銀行
山陰合同銀行
百十四銀行
伊予銀行
山口銀行
三菱東京UFJ 銀行
みずほ銀行
三井住友銀行
りそな銀行
ゆうちょ銀行
かんぽ生命保険

日本生命
東京海上日動火災保険
野村證券
日本政策金融公庫
商工組合中央金庫
日本銀行　など

金融以外の民間企業
カバヤ食品
アサヒビール
中島工業
日亜化学工業
川崎重工業

鹿島建設
大日本印刷
富士ゼロックス
クラボウ
クロスカンパニー
天満屋ストア
両備ホールディングス
両備システムズ
NTT西日本
NTTドコモ
JR西日本
岡山ガス
日本放送協会　

瀬戸内海放送
朝日放送　など

公務員
岡山県庁
中四国地域の全県庁
東京都庁
神奈川県庁
京都府庁
大阪府庁
兵庫県庁　など
岡山市役所
倉敷市役所

福知山市役所
高松市役所
松山市役所
福岡市役所
北九州市役所　など
国税庁国税専門官
中国財務局
国土交通省
国立大学法人　など

大学院進学
岡山大学大学院
神戸大学大学院　など

経済学部ディプロマポリシー

製造業・建設業
9.2％

運輸・通信・電気他
7.5％

卸売・小売業
8.3％

金融・保険業
24.2％

進学（大学院ほか）
2.5％

その 他
16.7％

公務員
20.8％

サービス業
（医療・教育・不動産他）
10.8％


